
飯塚事件第２次再審請求審の再審請求棄却決定についての会長声明 

 

１ いわゆる「飯塚事件」の第２次再審請求事件において、福岡地方裁判所（鈴

嶋晋一裁判長）は、２０２４年（令和６年）６月５日、再審請求を棄却する旨の決

定（以下「本決定」という。）をした。 

２ 「飯塚事件」は、１９９２年（平成４年）２月２０日に福岡県飯塚市におい

て通学途中の女児２名（いずれも当時７歳。以下「被害女児」という。）が失踪

し、翌日甘木市内（当時）の山中で被害女児がそれぞれ遺体となって発見された事

件である。福岡県警は、その約２年７ヶ月後に、久間三千年氏（以下「久間氏」と

いう。）を死体遺棄の被疑事実で逮捕した。久間氏は一貫して無実を主張していた

が、福岡地検は死体遺棄罪、略取誘拐罪及び殺人罪で久間氏を起訴した。福岡地裁

は、１９９９年（平成１１年）９月２９日に久間氏に対して死刑を言い渡した（以

下「確定判決」という。）。控訴及び上告がそれぞれ棄却され、２００６年（平成１

８年）１０月８日、第１審の死刑判決が確定した。 

確定判決は、久間氏が犯人であることを直接に証明する証拠がないことを認めつ

つ、情況証拠の積み重ねによって久間氏が犯人であることについて合理的疑いを超

えて認定できるとして、久間氏を死刑に処した。有罪認定における重要な証拠とし

て、①被害女児の遺体から採取された血液の中に、犯人に由来すると認められる血

液が混在し、その血液から検出されたＤＮＡ型が久間氏のそれと一致したとする警

察庁科学警察研究所の鑑定結果（ＭＣＴ１１８型鑑定）のほか、②事件当日に拐取

現場とみられる通学路上で被害女児を目撃したとする供述調書や、③遺留品発見現

場とされる地点付近で事件当日に久間氏の所有車両と特徴が一致するとみられる車

両を見たとする目撃証言などが挙げられた。 

久間氏はその後も無実を訴え、再審請求を準備していた。しかし、死刑判決の確

定から２年後の２００８年（平成２０年）１０月２８日、久間氏に対する死刑が執



行された。そのため、久間氏の遺志を引き継いだ久間氏の遺族によって再審請求が

行われていた。 

３ ところが、①に関して、第１次再審請求において、ＤＮＡ型鑑定結果につい

ては写真の改ざん等の重大な欠陥があったことが明らかとなり、その信用性に疑問

が呈されたものであったが、他の証拠を総合すれば、結論として確定判決の有罪認

定が揺らぐことはないとされたのである。 

そこで、今般の第２次再審請求においては、主として２名の供述証拠が新証拠と

して提出され、これらについて新たに証人尋問が行われた。②との関係では、事件

当日に被害女児を目撃した旨供述していた目撃者（②の供述者）は、被害女児を見

たのは事件当日ではないこと、当時の供述は警察官による強引な誘導によってなさ

れたものであることなどの証言をした。③の証明力を減殺するものとして、事件当

日に不審車両を目撃した別の目撃者は、事件現場近くのバイパスで、小学校低学年

の女児２名が後部座席に乗車している犯行車両と思われる不審車両を目撃して翌朝

警察に通報したが、その際に目撃した車は久間氏の所有車両の特徴と異なる白のラ

イトバンであったこと、犯人と思しき人物の外見が久間氏の外見とは全く違ってい

ることなどの証言をした。 

４ 本決定は、これらの証言の信用性を認めず、それぞれ確定判決が有罪認定に

用いた各証拠の信用性を減殺することはなく、確定判決の認定は揺るがないとし

て、いずれの新証拠について明白性を否定し、再審請求を棄却した。本決定は、新

証拠がそれ自体で確定判決の有罪認定を揺らがせる程度に高度な信用性を備えてい

ることを要求するものと理解せざるを得ない。まさに明白性の有無や程度の判断に

おいて、新証拠がそれ自体で確定判決の有罪認定を決定的に揺らがせるものでなけ

ればならないとする孤立評価説そのものであって支持できない。本決定がこのよう

に各証言の信用性を否定したその結論には重大な疑問があり、新証拠としての明白

性を否定した点は、「疑わしいときは被告人の利益に」の鉄則が再審開始の要件で



ある新証拠の明白性の有無を検討する際にも適用される旨を示したいわゆる白鳥・

財田川決定に違反する判断であり、到底是認できない。 

５ なお、第２次再審請求の審理においては、裁判所が、請求人の求めに応じ

て、検察庁に警察からの送致文書リストを開示するよう文書で勧告したところ、検

察官は裁判所にそのような勧告を行う権限がないとしてこれを拒絶した。このよう

な検察官の対応は、真実を探求し、正義を実現するという検察官の使命に背くもの

であり、全く許されないことである。 

こうした背景には、現行の刑事訴訟法には再審請求審における証拠開示の明文規

定がなく再審請求の審理に関して裁判体による格差が生じていることで裁判所の勧

告に検察官への拘束力が生じないということが挙げられる。まさに当会が２０２２

年（令和４年）８月２４日付け会長声明で宣明しているとおり、えん罪被害救済に

向けた再審法改正の早急な実現が不可欠であることを示している。加えて、当会は

２０２０年（令和２年）９月１８日に、政府及び国会に対して、死刑制度を廃止す

ること、死刑の代替刑として終身刑を導入すること、死刑制度廃止のための関連法

案が成立・施行されるまで、死刑執行を停止することを求める「死刑制度の廃止を

求める決議」を行っているところ、その理由中にも述べているとおり、本件は、え

ん罪の疑いのある事件であるにもかかわらず、再審準備中に死刑が執行されてお

り、死刑制度の非人道性を改めて浮き彫りにしている。 

当会は、本件の再審請求につき注視するとともに、これまで以上に、死刑廃止及

び再審請求事件における証拠開示の制度化を含む再審法改正等、えん罪を防止・救

済するための制度改革の実現を目指して全力を尽くす決意である。 

 

２０２４年（令和６年）７月１０日 

福岡県弁護士会 会長  德永 響 


